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保育の必要性の認定について 

 

１．概要 

(1)保育の必要性の認定 

子ども・子育て支援新制度では、保育の必要性の認定は、子ども・子育て支援

法施行規則で定める基準に従って行うこととされていますが、必要性の認定に係

る基準の詳細については、地域の実情に応じ、各市町村で定めることとされてい

ます。 

(2)認定にあたって 

  認定にあたっては、保育を必要とする「事由」として適当か判断し、認定した

場合は、保育の必要量（利用時間）について「区分」（「標準時間」か「短時間」

か）の認定をします。 

①「事由」・・・保護者の就労、疾病などにより保育の必要性を判断する要件 

②「区分」・・・保護者の状況により、保育の利用時間が保育標準時間認定（11

時間利用可能）、保育短時間認定（８時間利用可能）を行う 

 (3)認定の有効期間 

   子ども・子育て支援法施行規則の中で定められていますが、事由によっては市

町村の裁量で定めることができます。 

 

２．保育の必要性の認定にあたっての「事由」について 

・子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号） 
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３．保育必要量の認定にあたっての「区分」について 

(1)保育標準時間 

 ・保育利用可能時間：11時間 

  ・保護者の就労時間（１か月あたり）：120時間以上 

  

(2)保育短時間 

  ・保育利用可能時間：８時間 

  ・保護者の就労時間（１か月あたり）：120時間未満※ 

（※下限時間については1か月48～64時間の範囲で市が設定することとなっている） 

 

４．北上市における考え方 

(1)就労に関する保育の必要性の認定について  

  現在当市では、保育に欠けると判断する際の就労時間の下限は４時間/日×15

日で、月単位の時間換算すると60時間となります。 

   子ども・子育て支援新制度においては48～64時間の間で市町村が下限時間を設

定することになっていますが、当市においては、新制度開始時において保育の受

け皿が十分に整備されていないと考えられることから、当分の間は、これまでど

おり「１月あたり60時間」を下限時間として設定したいと考えています。 

   ただし、１日あたりの就労時間、１月あたりの就労日数（４時間/日×15日）の

制約は廃止することとし、より柔軟な運用を図ります。 

   また、保育の受け皿が整備され次第、順次下限時間の見直しを図っていきます。 
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(2)就労以外の事由による保育の必要量の認定について 

  就労以外の事由による場合の保育必要量の認定基準について、保護者の疾病・

障がい、求職活動、育児休業については、市町村の裁量で一律に保育短時間認定

とすることも可能ですが、基本的に全て保育標準時間認定したいと考えています。 

 

 

(3)認定の有効期間について 

  有効期間（保育所に入所できる期間）については、基本的に内閣府令で定めら

れていますが、このうち、以下の事由の場合は、市町村が国基準の範囲内で定め

ることとなっています。 

  市が定める有効期間（市基準案）については、以下のとおりに考えています。 

保育が必要な事由 有効期間（国基準） 有効期間（市基準）（案） 

求職活動 

【内閣府令第1条第6号】 

90日を限度として市町村が定

める期間を経過する日が属す

る月の末日までの期間 

【内閣府令第8条第4号ロ・第

10号ロ】 

90日間 

育児休業 

【内閣府令第1条第9号】 

事情を勘案して市町村が定め

る期間 

【内閣府令第8条第6号・第12 

号】 

現行の運用のとおり（育児

休業期間中は有効とする） 

その他 

【内閣府令第1条第10号】 

事情を勘案して市町村が定め 

る期間 

【内閣府令第8条第7号・第13 

号】 

保育を必要とする事由並

びに子ども及び保護者の

状況を勘案し、市長が認め

る期間 

 


